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2．慢性有疾患者のガイドライン総論

小熊祐子＊

超高齢社会の今，慢性疾患を有する人は少なく
ない．慢性疾患を有していても，健康診断を定期
的に受け，フォローが必要な疾患に関して定期的
に通院し，安定していれば，現在の状況に応じて，
運動を実施することが可能である．
『厚生労働科学研究：最新研究のレビューに基
づく「健康づくりのための身体活動基準 2013」及
び「身体活動指針（アクティブガイド）」改定案と
新たな基準及び指針案の作成（2020―2021年度）』
の「慢性疾患を有する人向け」分担班では，2018
年の米国の身体活動ガイドライン１，２），2020年に世
界保健機関（WHO）から出されたWHO身体活
動・座位行動ガイドライン３）等を参考に，日本にお
いて有病率が高い疾患で，かつ身体活動の有用性
が特に示されている疾患として，高血圧，2型糖尿
病，脂質異常症，変形性関節症を対象としてレ
ビューを行った４）．身体活動ガイドラインの動向を
みると，図 1５）に示したように，年代ごとにエビデ
ンスの蓄積やデバイスを活用した身体活動評価の
進展など研究の発展により，ガイドラインも更新
されてきている．特に 2020年前後のガイドライン
については，一般集団だけでなく，慢性疾患のあ
る人ほか特殊な集団でのガイドラインが整備され
てきている．
これらの背景を踏まえ，高血圧，2型糖尿病，脂

質異常症については，近年更新された身体活動ガ
イドラインや国内の疾患ガイドラインを参考にレ
ビューした．変形性関節症，中でも有病率が高く，
かつエビデンスが蓄積されつつある変形性膝関節
症・股関節症については 2018年の米国身体活動
ガイドライン２）でなされたアンブレラレビュー６）以

降のメタアナリシスについてアンブレラレビュー
した７）．また日本の研究については原著も英語・日
本語で検索し，日本の研究の追加・特徴について
補足を試みた．これらの疾患（変形性股関節症は
除く）についての結果をまとめたのが表 1であ
る．疾患ごとにエビデンスをまとめ全体としての
推奨量の目安を示した５）．成人・高齢者のアクティ
ブガイドとの整合性を考えるにあたり，エビデン
スの推奨量には幅があること，上述の推奨は“しっ
かり意識して行う部分”ともいえ，生活の中で行
う＋αの部分も含め，成人では 1日 60分，高齢者
（や元の身体活動レベルの低い方）については，1
日 40分の基準に準ずる形とした（図 2，図 3）４，５，８）．
安全対策について重要なポイントとして，運動

関連の有害事象は，強度の高い運動を行ったとき
や，不慣れな人（普段の身体活動量・強度が低い
人）が急に普段以上の運動を行ったときに起こり
がちであり，健康づくりのための低～中強度の運
動時の発生は少ない，という点を強調した（図 4）．
運動開始前の健康チェックシートも更新し，慢性
疾患を有していてもコントロールされている状況
であれば，新たに医療機関にかからずとも運動を
開始できる範囲を拡大した（図 5）．アクティブガ
イド（イメージ）には，これらのシートから，身
体活動・運動を実施する当事者向けのメッセージ
を抽出したものを提案している８）．
今後，これらを医療機関・健診機関等様々な場

面で医療従事者等含め活用していけるよう，実装
していきたい．
（発表時の資料と若干異なるものもあるが，図表
はなるべく公表されたものを使用している）
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図 1　身体活動ガイドラインの発展と近年の代表的なガイドライン
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表 1

（文献 5）より）
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図 2 慢性疾患を有する人の身体活動の目安
（文献 8）より）

図 3　慢性疾患を有する人の身体活動のポイント
（文献 5）より）
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図4 身体活動・運動を安全に行うためのポイント
（文献 5）より）

図 5 運動前の健康チェックシート
（文献 5）より）
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